
予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

一部改善
（本事業経費については，予算編成過程において検討することとされていることから，引き続き業務の緊急性，必要性等を精査
し，経費の削減が図れないか検討すべきである。）

補
　
記

※　登記特別会計は，平成22年度末をもって一般会計に統合され，廃止される予定であるが，登記特別会計が登記手数料収入
によって経理している事業経費については，「平成２３年度予算の概算要求組替え基準について」（平成22年7月27日閣議決定）に
おいて，「特別会計の改革の実施等により経理区分が変更されることに伴い増加する経費については，「財政運営戦略」に定める
財源確保ルール（「ペイアズユーゴーの原則」）に則り，予算編成過程において検討し，必要な措置を講ずる。」こととされているた
め，平成23年度要求額等については，予算編成過程において検討後，要求を行った段階で掲記する予定である。

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　法務本省で契約している事業に係る経費の支出先や使途については，調達部署と連絡を密にし，支出先と締結した
契約に基づき契約金額及び内容等を把握しているほか，例えば，役務の提供や物品等の購入契約においては検収時
に契約の履行状況を把握している。
　また，法務局・地方法務局で契約している事業については，それぞれの局において支出先と締結した契約に基づき契
約金額及び内容等を把握しているほか，契約の履行状況についても，法務本省と同様，検収時に把握している。

見直しの
余地

　本事業は，事業の目的に示すとおり極めて重要な施策であるが，２３年度要求に当たっては，引き続き，各要求事項
について緊急性等精査していくこととする。
　なお，登記情報システム等における省資源化された機器類等へ更新をすることで，光熱水料等の経費の削減を図る
余地があると考える。

執行率 81.3%

総事業費(執行ベース) 1,565 1,275 1,002

1,925

執行額 1,565 1,275 1,002

実施状況

　登記情報システム等を維持していく上において，共通して必要となる，電気・水道の確保，研修の実施，商号調査用
端末装置の設置，証明書発行請求機の運用等を行う。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度

89.1% 83.0%

※

22年度 23年度要求

予算額(補正後）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　登記情報システム等の安定的かつ効率的な稼動を維持する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　登記情報システム等の稼動に不可欠な電気，水道等を確保する。

1,431 1,207 1,376

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

不動産登記法第2条第5号等
商業登記法第1条の2第1号等

関係する計
画、通知等

「電子政府構築計画」(平成１５年７月１７日各府省情報統括責任
者（ＣＩＯ）連絡会議決定）

小川　秀樹

会計区分 特別会計（登記特別会計） 上位政策 登記事務の適正円滑な処理

担当部局庁 民事局 担当課室 総務課

事業番号 0023

                        　   行政事業レビューシート　　　         (法務省)

予算事業名 登記情報システム等の共通経費
事業開始

年度
- 作成責任者



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

（注）　端数処理の関係から，一部整合しない場合がある。また，他頁の表とも，端数処理の関係から一部整合しない
　　　場合がある。



契約の種類 主な契約内容 金額（百万円）

一般競争 登記情報システムに関連するアプリケーション機能追加開発業務の委託 162

一般競争 電気料 87

一般競争・随意契約 登記情報システム等の運用に係る役務の委託 14

一般競争・随意契約 証明書発行請求機の賃借 13

随意契約 商号調査等端末装置の賃借 7

一般競争 コンピュータ研修実施業務の委託 5

一般競争 商号調査等端末装置の賃借 1

随意契約 回線使用料 0.5

随意契約 書籍の購入 0.0

（Ｃ　別紙）

契約の種類 主な契約内容 金額（百万円）

一般競争 電気料 103

一般競争 電気料 41

一般競争 電気料 41

一般競争 電気料 37

一般競争 電気料 36

一般競争 電気料 35

随意契約 証明書発行請求機の賃借 21

一般競争 電気料 19

一般競争 電気料 17

一般競争 電気料 14

（Ａ　別紙）

システム・アナライズ㈱

昭和リース㈱

支出先

東京電力㈱

日本電子計算機㈱

新日鉄ソリューションズ㈱

富士通㈱

支出先

㈱エネット

関西電力㈱

リコーリース㈱

東日本電信電話㈱

新日本法規出版㈱

四国電力㈱

東京電力㈱

日本電子計算機㈱

中部電力㈱

中国電力㈱

九州電力㈱

北陸電力㈱

Ｆ－Ｐｏｗｅｒ㈱



0計 0 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 103 計

費　目 使　途

光熱水費 電気料 103

金 額
(百万円）

費　目

0計

使　途
金 額

(百万円）

C.　株式会社エネット G.

各会計機関への予算配分 712

B.　法務局・地方法務局（５０機関） F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0計 162 計

雑役務費
登記情報システムに関連するアプリケー
ション機能追加開発 162

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

A.　富士通株式会社 E.

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 712
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